
  

二   雇用失業
(一)   労働力人口の動向と就業状況
(1)   労働力人口の動向

一 終戦後,引揚者及び復員者の帰国と出生率の増加によつて急激に膨脹したわが国の人口は,その後も毎年
一五〇万をこえる増加をつゞけ,昭和二十五年に入つても一月八,三一〇万から一二月の八,四六〇万へと累
月増加し,年間平均では八,三八〇万となつて,前年平均に対して一七〇万の増加をみせた。(第四表参照)

二 そのうちで一四歳以上の人口(生産年令人口)についてみると,労働力調査では年令計算方法が二五年以
後数え年から満歳計算に変更されたため,前年との比較は直接できたいので,これを各歳出生率及び死亡率
によつて推定すると,二五年も年初より各月大体増加傾向をつゞけ,一年間にほゞ一二〇万以上の増加とな
り,生産年令人口の増加傾向は本年も依然として継続した。(第四表参照)

三 生産年令人口について,更にこれを,市部と郡部に分けてみると,前年平均に比較して,二五年では,郡部人
口は殆ど停滞しており,生産年令人口増加の殆んどが市部におけるものであつた。(第四表参照)

四 つぎに生産年令人口を労働力人口と非労働力人口とに分けてみると,両者とも二五年平均では,二四年平
均よりそれぞれ約三〇万及び一〇〇万程度増加したが,その増加の割合は非労働力人口の方が大であつた
ので,二五年平均において生産年令人口中に占める労働力人口及び非労働力人口の割合は,それぞれ六五・
五%及び三四・五%となり,二四年平均の六六・四%及び三三・六%にくらべ,わずかながら非労働力人口
の相対的な増大がみられた。

第四表 男女別,市部郡部別労働力人口の推移
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第五表 農林非農林別就業者数
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第六表 農林非農林別就業者数
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五 右の非労働力人口の相対的増(24年1月～6月平均,7月～12月平均,年間平均及び大は主として郡部とく
に女子の増加によるものであつた(第四表参照)
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二   雇用失業
(一)   労働力人口の動向と就業状況
(2)   就業者の動向

六 つぎに労働力人口の主体をなす就業者数の二五年年間の動きをみると,一月全産業で三,三五二万であつ
た就業者数は以後六月まで増加をつゞけ六月には本年最高の三,八五一万におよび,その後一〇月に再び増
加したほかは,減少しつ一二月の三,五一三万に至つている(第五表参照)。この動きは主として,農林業に於
ける季節的変動に基くものであるが,これを年間平均数をもつて,二四年のそれと比較すれば,二五年平均就
業者数は三,六一一二万で前年より約一,一〇万の増加とたつたが,生産年令人口に対する就業者数の比率
(就業率)をもつてみると,前年の六五,八%から二五年の六四,七%とわすかながら減少した。(第六表参照)

七 また,,就業者を農林業と非農林業に分けてみると,まず農林業では一月以降就業者数が増加し,六月二,〇
九二万と年間の最高を記録したが以後七,八,九月と減少し,一〇月では再び一,八六二万と若干増加し,以後
は大きく減少して一二月の一,五〇二万という年間最低値に至つている。(第五表参照)

八 この農林業就業数の大きな変動は,農耕作業量の季節的変動に依るところが大であるが,この変動の季節
性を消すために年間平均数で二四年と比較すれば,二五年は約一,七六〇万で前年より四〇万の減少を示し
た。(第六表参照)このことは,二五年においては,農林業女子就業者が下半期で二四年におけるほどの上半
期に対する増加割合を示さなかつたことによる。

九 この点は,二四年では二三年に比べて農林業就業者数が約一八〇万増加し,そのうち女子就業者の増加分
が約一一〇万であつたことと対比すると,本年の一つの特徴的な動きであるといえる。一〇 一方非農林業
全体では,就業者数は二五年の上年期においては,一,二,三月は停滞傾向を示し,四,五月で若千の増加をみせ,
約一,八五〇万となつたが,六月では,約一,七六〇万と年間の最低水準におちた。しかるに下半期において
は七月以降増加の一途を辿り,一二月には二,〇一〇万という本年の最大値を示すに至つた(第五表参照)。
この下半期における増加によつて,二五年平均では一,八五三万と前年に比して約六〇万の増加とたつた。
(第六表参照)

一一 このような農林業における就業者の減少と非農林業における増加とは,就業者の産業別構成を変化せ
しめ農林業就業者は・一四年平均では全産業者の五〇,一%を占めていたのに対し,二五年平均では全就業
者の四八・七%になつた。また非農林業就業者の増加は,農林業就業者の減少を相殺して余りあつたが,就
業者全体の増加割合は生産年令人口の増加割合には及ばず,全体としては前年に比して,わずかながら就業
率の低下を来した。

一二 つぎに就業者を従業上の地位別にけてみると,全就業者のうち業主,家族従業者,雇用者,及びその他の
占める割合は二五年平均ではそれぞれ二八・四%,三六・三%,三五・二%及び○,一%で,二四年平均のそれ
ぞれ二八・〇%,三七・七%,三三・七%及び○,六%に比較して,家族従業者の減少と,雇用者の増加とがみ
られた。

第七表 農林,非農林町,従業上の地位別就業者数
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この家族従業者の絶対的並びに相対的減少は殆ど農林業女子家族従業者の減少に基くものであつた。ま
た雇用者の絶対的並びに相対的増加は非農林業雇用者の下半期における増加に基くものである。( 第七表
参照)
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二   雇用失業
(二)   常用雇用労働者の推移

一三 常用雇用労働者はとくに非農林業部門において支配的比重をもつものであつて,この動きは近代的経
済関係の重要な指標をなすものであるが,これを毎月勤労統計の六大産業について見るとつぎの如くであ
る。

一四 昭和二四年においては,鉱工業,官公庁その他近代的諸産業部門に企業整備及びそれに伴う人員整理が
全般的に実施されたが,このような企業整備及び人員整理を惹き起した国民経済再編成の過程は本年まで
持越され,これはほゞ二五年前半を支配した基調であつた。

一五 まず,上半期における常用雇用労働者の全体的な動きを六大産業の綜合指数でみると,二五年に入つて
からは,四月の新規学卒者採用期に若干増加したほかは,一月を一〇〇として六月の九六・七まで依然とし
て減少傾向を続けたが,前年下半期の減少と比較するとその程度は緩和されてきた。(第八表参照)

第八表 産業別各半期間の増減比較

一六 なお,公共職業安定所を通ずる新規学卒者への求人状況をみると昭和二四年においては,二月から六月
までの中学校新規修了者に対する求人は,二三九,三一〇人であつたのに対し,二五年においては一六九,三
三四人に過ぎなかつた。しかも中学校修了者の求職者数は二四年においては求人数を下廻る二一一,七一
九人であつたのに対し,二五年では求人数を遥かに上廻る二九六,九五〇人とたつたので,公共職業安定所は
求人開拓に非常な努力を払つた。その結果就職者数は二四年の一一九,五四四人から二五年の一三〇,三三
八人と増加はしたが,常用雇用労働者全体としては,毎月の六大産業綜合雇用指数によつてみると昭和二四
年四月には対前月○・九%の増加を示したのに対して二五年四月では対前月○・五%の増加にすぎず,常
用雇用吸収力の一般的な減退傾向を示した。

一七 つぎに同じ常用雇用指数により昭和二十五年上半期の常用労働者の動きを産業別にみてみると,鉱業,
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製造工業及び運輸通信業は二四年下半期に引きつゞき減少を示したが,その程度は大分緩和するに至つ
た。ガス電気水道業は二五年上半期において,二四年下半期より若干減少率を大にし,また商業は百貨店の
好況等により二四年から引きつづき,わずかではあるが増加を示した。(第八表参照)

指数の推移

昭和25年 労働経済の分析



一八 さらに製造工業について中分類別にみると金属工業,機械器具工業,製材木製品工業,その他の工業は
おおむね製造工業全体と同じような減少率の緩和傾向を示し,化学工業,窯業及び土石工業,紡織工業,印刷
製本業は二四年下半期における減少から転じて二五年上半期では若干の増加を示すに至つた。また食料
品工業は二四年から引きつづいてわずがなから増加の傾向を維持した。(第九表参照)

一九 朝鮮動乱の勃発は雇用の面にも各種の影響を与え,まず常用雇用労働者の量的な傾向につ第九表産業
別雇用いてみれば,六大産業綜合指数においては,上半期において一月から六月までに一・二%の減少を示
したのに対し,下半期においては六月から一二月までに○・五%の減少とその減少率を緩和し,特に一〇月
を底として一一月からは増加に転じた。また製造工業においては,上半期に○・五%の減少を示していた
ものが,八月よりわずかたがら増加に転じ,下半期を通じては○・五%の増加を示した。(第一〇表参照)

二〇 さらにこれを産業別にみてみると,おおむねつぎの四つの型が現われている。すなわち,ます第一の型
としては,金属工業,製材木製品工業であり,これらの産業は上半期においては減少傾向を示していたが,下
半期において減少傾向の停止または増加傾向を示すに至つた。第二の型としては,化学工業,食料品工業,印
刷製本業,商業があり,これらの産業は上半期においては,増加傾向を示していたが,下半期においては減少
傾向に転じた。第三の型は,紡織工業及び窯業土石工業で,これらは上半期,下半期を通じて増加傾向を維持
した。第四の型は,鉱業,機械器具工業,その他の工業で,これらは上半期,下半期を通じて減少傾向を持続し
た。(第一〇表参照)

(1月～6月)と下半期(6月～12月)雇用増減率
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二一 このように朝鮮動乱の常用雇用労働者に与えた影響は産業別にみると夫々異つてはいるが,常用雇用
労働者全体としては一〇月以降にたつて漸く若干の増加傾向を示したにすぎなかつた。このことは,1)こ
の期に起つた全般的な産業活動の活溌化の原因が,動乱後の特需並びに投機的需要等であつて,その将来の
見通しがまだはつきりせず,ために常用労働者の増加への積極性が減殺されたこと。

2)将来の見通しの困難なため,生産方法としては後にみるように人員を可及的現在人員にとどめてある程
度所定外労働時間を増加し,あるいは,常用雇用労働者の採用によるよりも,日雇及び臨時工等の採用によろ
うとしたこと。3)更に特需は追加的需要としてかなりの影響を日本経済に与えはしたが,それはまだわが
国経済の正常な発展動因とはなり得ず,ある程度の限界があり,またその需要の方向も産業別規模別にみる
とアンバランスがあり,一方には特需とは関係がなかつたか,あるいはそれらの逆効果をうけた企業経営の
困難な部門が存在したこと等にもとずいている。

二二 つぎに雇用の質的な問題に関しこの期の特徴的な問題として,特需の特殊な生産上の要求と相俟つて
企業内における労働力充用上に新しい体系が生じ,前述の如く,この時期に常用雇用労働者の正常な増大で
はなく,不安定な臨時的な雇用の増大する傾向をみるに至つた。これは雇用の不安定な要因を内包せしめ
ることになつた。すなわち,いわゆる臨時工問題がそれであるが,朝鮮動乱勃発後,特に特需産業部門におい
てとれらが増加し,その地位及び労働条件に関連して注目されてきた。

二三 また,中小企業特に規模四九人以下の小企業は二〇〇人以上の大企業に比較して,上半期には前年より
引きつゞいて,なお相当の企業整備件数を報告されていたが,下半期に入つてからは急速に企業整備件数を
減少し,朝鮮動乱以来大企業において増大した仕事量を中小企業に分配する傾向も生じて,中小企業の雇用
をかなり活溌ならしめた面が現われたが,一方では特需の逆効果をうけて資材入手難,原材料の高騰,金ずま
り等に悩む部分をも生じ,この点においても不均衡を生じつゝあることが示されている。

二四 最後に,雇用の特殊な問題としていわゆるレツドパージによる整理が七月二四日,新聞及び放送等にお
ける実施によつてはじめられ,労働省労政局の資料によれば保険関係及び公務員を加え関係事業所の整理
人員約一二,〇〇〇名が報告された。
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第一一表 産業別,月別入職率の推移
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二   雇用失業
(三)   労働異動

二五 次に毎月勤労統計(規模三〇人以上)の数字より常用雇用労働者の入職及び離職の異動状況をみると,
入職率においては二四年は二三年より大巾に減少し,離職率は人員整理の動向を反映して若干増加の傾向
にあつた。

二六 すなわち,二五年に入つてからの入職率の月別推移を示すと,第一一表のごとくで,入職率は六大産業
の綜合においては,上半期を通じ四月,五月の新規学卒者採用期を除いて,ほとんど同じ水準をもつて推移し
たが,七月以降は例年ならば新規採用者が少くなる時期にもかゝわらず,増大の傾向を示した。

二七 つぎにこれら入職者の各半期毎の産業別合計数を示せば,第一二表の如く六大産巣の綜合においては
上半期約五三万名,下半期約五七万名となり,この中大きな比重を占めていたものは紡織工業,鉱業,運輸通
信及びその他の公益事業,及び機械器具工業であつた。また六大産業中比較的大きな比重を占め,しかも下
半期において上半期よりも大きな入職を示したのは金属工業,機械器具工業,運輸通信及びその他の公益事
業であつた。

二八 これらの入職者のうち,新規採用者の分を七月以降について示せば第一三表のごとくで,比較的高い新
規入職率を示したのは窯業土石工業,紡織工業,製材木製品工業,食料品工業,及びその他の工業であつた。
一般に製造工業は第一四表の示すごとく,入職者のうちで新規に雇い入れられた者の比重が大きいのに対
して,鉱業,商業,運輸通信及びその他の公益事業においては,同一会社内の転勤者の比重が比較的大きかつ
た。

第一二表 産業別入職者数
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昭和25年下半期における新規入職率

第一三表
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第一四表 産業別,新規入職転勤別,入職者数

二九 一方,離職率は二四年下半期に若干の増大傾向が見られたが,二五年に入つてからは第一五表の示す如
く,六大産業の綜合で四月を除いては一月から六月まで減少し,七月以降は一時九月にかなり増大したが以
後は再び減少を続け,年末は年間最低の離職率二・〇%となつた。

第一五表 産業別,月別離職率の推移
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第一六表 昭和25年下半期における産業別解雇率

第一七表 昭和25年上半期及び下半期における産業別離職者数及びその産業別構成比較

昭和25年 労働経済の分析



三〇 離職者中解雇により離職が惹き起された者の比率については,第一六表の如く六大産業綜合において
○・四-○・五%をもつて年間を推移している。

第一八表 昭和25年下半期における解雇,任意退職,死亡その他及び転勤者の産業別構
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三一 つぎにこれら離職者の各半期毎の産業別合計数を示せば,第一七表の如く上半期下半期共約五九万で,
この中大きな比重を占めていたものは,製造工業中の紡織工業,機械器具工業と鉱業,運輸通信及びその他の
公益事業であつた。また六大産業中比較的大きた比重を占め,しかも下半期において上半期よりも離職率
の著しい減少を示したのは紡織工業であつた。

三二 二五年の下半期について離職者を解雇者,任意退職者,死亡その他及び転勤者に分けてその状況をみる
と,第一八表の如く製造工業においては,解雇及び任意退職者が比較的多く,鉱業,商業と運輸通信及びその
他の公益事業では死亡その他及び同一会社内の転勤者が比較的多かつた。製造工業の中金属工業,機械器
具工業,化学工業,食料品工業,その他の工業等は解雇が比較的多く,紡織工業及び製材木製品工業は任意退
職が比較的多かつた。(第一八表参照)
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二   雇用失業
(四)   労働時間

業別総実労働時間指数三三 まず一人一ケ月当り労働時間(所定内及び所定外を含めた一人一日当り合計労
働時間数)の二五年中における月別推移は第一九表の如くであつたが,この中鉱業と製造工業とにつき昭和
二四年と二五年を上半期,下半期別に比較すれば次の如くである。

すなわち,各年につき上半期,下半期別に比較してみると,鉱業においてはいずれの時期も一様に増加してい
るのに対し,製造工業においては上半期の増加はさほどでなく,下半期においてかなりの増大傾向をみせて
いる。

第一九表 月別産
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三四 つぎに二五年中における動きを月別,産業別に対前年同月比をとつてみると, 第二〇表 のごとく鉱業
においては二四年五月,に石炭及び金属鉱業に大きな争議があつたた八め,二五年五月の対前年同月比は二
一・%増と異常な比率を示していていたが,これを除けば,各産業とも概ね下半期において対前年同月比の
増加傾向があらわれてきている。特に製造工業は朝鮮動乱を境として明確に対前年同月比の漸増する傾
向を示した。

三五 右のように一人一カ月当り労働時間は昭和二五年の後半に若干増加の傾向を見せているが,これを所
定内と所定外に分けて見ると第二一表の示すごとく年末に近ずくに従つて所定外労働時間の増加が顕著
になつてきた。これを所定外労働時間の所定内労働時間に対する比率でみてみると,第二一表の如く,六大
産業の総合においては,一月の八・四%に対し九月頃より若干増加して,一二月には一一・六%となつてい
る。鉱業及び商業においては,この比率はほとんど一定しており,金融業も一二月をのぞき同じような傾向
を示している。これを製造工業中分類別に見ると,金属工業,機械器具工業,窯業土石工業,食料品工業,印刷
製本業等が所定外労働時間の比率が大きく,また下半期におけるその増加も比較的著しかつた。

第二〇表 総実労働時間対前年同月増減率
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第二一表 所定内労働時間に対する所定外労働時間の割合
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二   雇用失業
(五)   職業紹介の状況

三六 公共職業安定所の窓口を通じて見た職業紹介の状況をみると,新規求職者総数(常用,臨時及日雇を含
む)では本年一月において六八一,三〇二名(前年同月四二四,八六七名)となつており,前年に引つゞいて依然
として求職者数は増加の傾向をみせていた。(第二二表参照)

三七 このうち,まず常用についてみると。新規求職者では,新規学校卒業者の関係から一-三月は多く四-六
月は例年の季節的変動の線を辿つて減少したが,一方常用求人も一月の二一〇,九六六名という前年同月の
半数以下の水準ではじまり,以後更に減少をつゞけて六月には一四六,五五〇名と年間の最低にまで低落し
た。

状況 第二二表 職業紹介
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三八 これに対して常用就職数は一月は六一,二九九名で前年同月を若干上廻る水準であつたが,二月以降は
前年の水準を下廻り,六月には六七,九一六名と一月につぐ低い水準となつた。

三九 次に臨時及日雇では新規求職者数は一月三二二,八一六名で実数では常用に及ばなかつたが,以後増加
の傾向は著るしく,五月には常用新規求職者数を抜き,六月には四二三,六二二名となつている。

四〇 これに対して臨時及び日雇の求人は一月で延三,三一四,七九八名(前年同月二,三五五,二七四名)から
増加し,六月には延四,五五四,一九四名にまで達している。従つて就職者数も求人とほゞ同一の増加傾向を
示した。

四一 これを要するに,昭和二五年上半期においては,常用の求人は経済界の沈滞を反映して低い水準を示
し,就職者数も前年の上半期に比して少なかつた。しかるに臨時及日雇ではこのような情勢の下に醸成さ
れた就職難-これは生産年令人口の増加そのものと,生活難の圧迫から従来家庭内に留まつて非労働力であ
つたものが,新たに労働力市場に現われるに至つたこと及び企業整備による離職者の累積により労働力市
場に圧力が加わつてきたのに対し,民間における求人が減少したことから斎らされたものであるが-に応じ
て政府が失業対策事業を拡充したために求人求職数の増加がみられたものである。すなわちこれがため
に支出した政府の失業対策費は昭和二四年(暦年)の八億五千万円から昭和二五年(暦年)の四六億五千万円
にのぼつた。

四二 このような上半期の労働市場の不況に対し,下半期は朝鮮動乱を契機として,明らかに好転し始めた。
まず,常用求職者は季節変動も影響して一〇月以降若干の減少を示したが,常用求人は明らかに六月以降増
加を示した。
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すなわち,六月の一四六,五五〇名という年間の最低水準から一二月の二四〇,一三六名と継続的な増加がみ
られた。

四三 常用の就職者数も六月の六七,九一六名という年間の最低から増加を続け,一〇月までに約倍加して一
二三,二八一名と戦後の新記録を作り,一一,一二月は若干下つたが,それにもかゝわらず例年季節的に最高
を示す三,四月の水準より高かつたことは昭和二五年の特徴であつた。

第二三表 求人先別職業紹介状況

四四 これは結局朝鮮動乱を契機とする連合軍関係の求人が緊急需用としてその殆んどが公共職業安定所
を通じて就職せしめられたこと,更にいわゆる特需景気が浸透した一部民間企業の労働力需要が同じく緊
急求人として公共職業安定所を通じて充足せしめられたからである。(第二三,二四表参照)

四五 つぎに臨時及び日雇の求人も六月以降は連合軍関係の日雇求人,特需部門における臨時及び日雇労務
者の求人の増加がありさらに失業対策の拡充もあつて増加がみられた。

四六 これら朝鮮動乱を契機とした求人の動きを第二三,二四表の如く求人先別にみると,連合軍関係では,
常用,臨時及日雇とも七月から急激に増加し,一〇月以降は若干減少した。一方民間及び公共事業では,常
用,臨時日雇とも連合軍関係ほど急激に増加はしなかつたが概ね漸増傾向を持続した。これらの傾向を含
んだ労働市場の動向を年間平均で前年と比較すれば,常用の新規求職者では昭和二五年平均は三五三,三一
四名で,前年の二九七,一九九名と比較すれば二五年は相対的に多数の常用求職者が公共職業安定所に殺到
していたことにとる。(以下第二〇表参照)

四七 次に常用求人でみると,昭和二四年平均二八五,一三七名から,昭和二五年平均の二一一,一九八名と減
少した。
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第二四表 求人先別職業紹介状況
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この原因としては,前述の如く七月以降の常用求人にも拘わらず,年初,ことに二,三月の新卒業生に対する
求人が非常に少なかつたことがあげられる。

すなわち,二四年の二,三月の常用求人は新規学卒者に対する求人を中心として五〇万台を維持し,昨年中最
高水準を示したのであるが,二五年二,三月はその半数の二五万台であつたに過ぎない。しかし昭和二五年
の下半期には前述の如く常用求人は比較的高水準を保つたので,年間平均の差は大きく開かなかつた。

四八 また常用就職数でみると,二四年の平均が七四,七三九名に対し二五年平均は九五,八一二名と増加し
ていた。

年間で求人が減少しているにも拘わらず,このような傾向が現れたのは,求職者の増加,就職難の心理的反映
としての就職条件を切下げて就職を急く傾向にあること,その性質上殆んどが公共職業安定所を通じてな
される連合軍関係の緊急に充足すべき求人が下半期に多かつたこと,等が考えられる。

(註)例えば昭和二五年一月は常用の就職者中,連合軍関係の就職者が五・四%を占めるに過ぎなかつたもの
が,一一一月では,この率が一三・二%にまで上つている。なお常用就職者は一月に対し一一一月では一・
八倍になつているが,このうち連合軍関係の就職者は四・五倍となつていた。,四九 つぎに,臨時及日雇は
前述の失業対策事業と連合軍及び特需関係の求人増加に刺激されて,求職者は昭和二四年の平均一六〇,七
〇〇名から昭和二五年の四〇六,〇八七名と非常な増加を示し,求人は二四年の平均延一,七五六,七八六名
から二五年の延四,八四〇,〇九三名と増加し,就職者数もこれと殆ど同じ水準で増加している。

このような日雇労働市場の特殊な情勢にも拘わらず,アブレの数は七月まで増加をつゞけ,以後かなり急速
に減少したが,昭和二五年を通じ一ヵ月平均延二二〇万名となつている。これを前年の七月から一二月ま
で三〇万台から五〇万台のアブレに比較すれば,かなり大きた増加といわなければならない。

五〇 以上公共職業安定所の窓口からみた労働市場の動きをみると,常用関係では前年から二五年の年央ま
では悪化の傾向を辿りかなり暗い様相を呈していたが,二五年後半は幾分持直し,年末頃にはかなり恢復し
た。
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しかし年間をならしてみると,常用では求職者数は前年より多く,求人数は前年より低くなつているが,就職
者は前述の如き理由により前年の平均より若干高い程度で楽観を許さない状態であるが,公共職業安定所
の窓口はやゝ明るくなつていたことも否定できない。

五一 臨時及び日雇労働力の需給結合のあらゆる指標は前年水準を大きく上廻つているが,これは失業対策
事業,連合軍関係の緊急需要及び民間の臨時工・社外工中心の活況であるとみれば,必ずしも安定的,楽観的
材料ばかりではない。
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二   雇用失業
(六)   失業者の動向

五二 まず労働力調査による完全失業者の動きをみると,失業者数は,二三年平均の二四万から二四年平均三
八万と増加を示したが,二五年に入つても依然増加をつづけ,ことに八月には五五万と最近における最大値
を示すに至つた。しかるに九月以後は動乱後の雇用増加を反映して減少傾向に転じ,一二月では三五万に
落ちた。しかし,年平均では四四万と,二四年にくらべなお高い水準に止つた。(第二五表参照)

五三 なお右に関連して労働力調査で非労働力人口の中に分類されている非求職の就業希望者,すなわち,調
査週間に就業の事実なく就業を欲しているけれども積極的に求職活動をしなかつた者の動きをみると,月
によつて変動がみられるので明確な傾向としてはつかめないが,これも大体後半,ことに九月以降で減少を
示し年末の一八万に至つている。(第二六表参照)

五四 つぎに失業保険業務速報によつて,失業保険金受給者,すなわち,いわゆる登録失業者の動きをみると,
常用の失業保険における離職票の受付件数では三月の八五,四八六を最高として以後減少を続け,ことに七,
八月以降の減少は甚だしく,一二月は三月の半数近くまで減少した(第二七表参照)。これは朝鮮動乱以後
の部分的景気恢復を反映したもので,他の失業保険の給付関係の指標もこの離職票の受付件数の変化の傾
向と殆ど同じ傾向を辿つている。失業保険の受給者数すなわち登録失業者数は第二八表の如く年末に近
くなつて減少している。

第二五表完全失業者数の推移
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第二六表 非求職の就業希望者の推移
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第二七表 月別失業保険状況

五五 しかし,こゝにおいても,労働市場状況におけると同じく年間合計でみると,離職票の受付件数では昭
和二四年の五五七,〇〇二に対し,昭和二五年は七八〇,一六四と,なお昭和二五年の方が多く,他の指標も本
年は前年を超えている。すなわち,朝鮮動乱をむかえた後半は失業保険統計からみた失業の動向は緩和さ
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れたけれども,年間の水準からみると前年度より失業状態が改善されたといえない状態である。

五六 また日雇の失業保険では,これが施行後年月を経ていないので明確な分析はなしえないが,給付関係の
諸指標も年初から九月までは,日雇労働者のアブレの増加を反映して増加してきたが,以後年末にかけて失
業対策の拡充や経済活動の活溌化を反映して減少の傾向があらわれてきている。(第二九表参照)

五七 なお,就業者中で就業時間三五時間未満の追加就業希望者の動きをみると,二五年では四月まで約百
二,三〇万人であつたが,五月以降減少して,一二月の約六〇万に至つている。これを二四年に比較しても五
月,八月いずれも減少を示している。つぎに就業時間三五時間未満の就業者数に対する同一範疇内の追加
就業希望者数の比率をみると,二四年より低く,最高が二月の約一三%で七月迄は大体一〇%以上であつた
が,八月以降減少し,一二月の六・三%に至つている。(第三〇表参照)

五八 これを更に,農林業と非農林業に分けてみると,まず農林業における就業時間三五時間未満の追加就業
希望者は二,四月の約七〇万を最高として,多少の季節変動を示しながら減少し,一二月の二五万となつてい
る。一〇月が最も少なくなつているのはこの月の農作業量の増大による反射的な減少といえよう。なお,
追加就業希望率も二月の九%から逓減して年末の約四%となつている。(第三〇表参照)

第二八表 登録失業者数の推移

第二九表 月別失業保険状況
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五九 一方非農林業における就業時間三五時間未満の追加就業希望者も二月の六五万以後減少傾向をみせ,
年末の三二万が最低となつている。追加就業希望率では二月の二三%を最高として,年前半は比較的高か
つたが(二四年よりも高い),大体八月以降は次第に減少して年末の約一二%を最低としている。(第三〇表
参照)

第三〇表 就業時間35時間未満の追加就業希望者
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六〇 結局就業者のうちの就業三五時間未満で追加就業を希望する者が,右の如く年後半で,農林,非農林業
ともに減少をみせたことは,一方には人口圧力の依然たる増加を前提としながらも,朝鮮動乱を契機として
二五年後半にあらわれた就業状態についての一つの明るい面であるといえよう。

第五図 鉱工業における一人一ヵ月一人一時間当り労働生産性の推移
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第六図 生産額と賃金支払総額の推移
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